
－4－

　労働者を１人でも雇用する事業は、その業種や事業規模のいかんを問わず、すべて
適用事業となります。
　ただし、農林水産の事業のうち一部の事業は、当分の間、任意適用事業（暫定任意
適用事業）とされています。

　個人経営の農林水産業（農業用水供給事業、もやし製造業を除く。）で、雇用してい
る労働者が常時５人未満の事業は、暫定任意適用事業となります。
ただし、暫定任意適用事業の事業主であっても、雇用する労働者の２分の１以上が
加入を希望するときは、労働局長に任意加入の申請を行わなければなりません。認可
された場合は加入に同意しなかった労働者も含め、すべて被保険者となります。

　雇用保険は、経営組織として独立性をもった事業所単位で適用されます。支店や
工場などでも、人事、経理、経営管理などの面である程度独立して業務を行っていれば
個々に手続を行います。
　独立性のない支店等の場合は、ハローワーク（公共職業安定所長）の承認を受けて本社
等で一括して手続を行うことになります。

　労働保険は事業を単位として適用となりますが、事業の種類により一元適用事業と、二元適用
事業に区分され、次のように加入手続や保険料の申告・納付先が異なります。

　（1）一元適用事業とは
　労災保険の保険関係と雇用保険の保険関係を一つの保険関係として取り扱い、保険料の申告
納付等を両保険一本で行う事業で、二元適用事業以外のすべての事業がこれに該当します。

　（2）二元適用事業とは
　雇用保険の保険関係と労災保険の保険関係を別々に取扱い、保険料の申告納付等を、それぞ
れの保険関係ごとに別々に行う事業で、次に該当するものです。
①　都道府県および市町村ならびにこれらに準ずるものの行う事業
②　農林水産の事業
③　建設の事業
④　港湾労働法の適用される港湾（東京港、横浜港、名古屋港、大阪港、神戸港、関門港）におい
て港湾運送の行為を行う事業

第２章　雇用保険の適用について

１　適用事業とは

２　暫定任意適用事業とは

３　適用の単位

４　労働保険の適用のしくみ
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第３章　適用事業所についての諸手続き

　雇用保険の適用事業所が行わなければならない手続は「雇用保険法」と「労働保険
の保険料の徴収等に関する法律」の２つの法律に定められています。
　したがって、適用事業所についての提出書類は、雇用保険の（被保険者に関する）
提出書類と、労働保険の（保険料に関する）提出書類の両方を提出しなければなりま
せん。
　また、労働保険の手続については、事業所の事業内容（一元適用事業であるか二元
適用事業であるか）によって提出先と提出書類が異なりますのでご注意ください。

（1）労働保険関係
　・　提出書類･････「労働保険保険関係成立届」
　・　提出期限･････保険関係が成立した日の翌日から起算して10日以内
　　　　　　　　　　　・　提出先･････次の①または②のとおり

　 ②　二元適用事業所の場合は、雇用保険は事業所の所在地を管轄するハローワー
　ク、労災保険は事業所の所在地を管轄する労働基準監督署へ提出してください。
　　

手続の流れ 

       

  成立届
（労働保険料の申告・納付）

  設置届・取得届
（成立届の事業主控） 

成立届（労働保険料〔労災保険分（※）〕の申告・納付） 

成立届・設置届・取得届（※労働保険料〔雇用保険分〕
の申告・納付は労働局労働保険徴収課へ）  

一元適用事業 労働基準監督署 

労働基準監督署 

ハローワーク

ハローワーク

二元適用事業 

１　事業所を新たに設置したとき

　　①　一元適用事業所の場合は、事業所の所在地を管轄する労働基準監督署へ提出
　　　してください。

（※）労災保険分について、業態によっては提出が不要な場合があるので、事業所の所在
　    地を管轄する労基署へご相談ください。
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　・　提出書類･････「労働保険概算保険料申告書（納付書）」
　・　提出期限･････保険関係が成立した日の翌日から起算して50日以内
　・　提出先･････次の①または②のとおり
　・　持参するもの･････確認資料については各提出先にご確認ください。
　　①　一元適用事業所の場合
　　　　黒色と赤色で印刷された申告書（納付書）を、労働局、労働基準監督署又は
　　　金融機関へ申告、納付してください。
　　②　二元適用事業所の場合
　　　　雇用保険はふじ色と赤色で印刷された申告書（納付書）を労働局または金融
　　　機関へ、労災保険は黒色と赤色で印刷された申告書（納付書）を労働局、労働
　　　基準監督署または金融機関へ申告、納付してください。
（2）雇用保険関係
　・　提出書類･････「雇用保険適用事業所設置届」
　・　提出期日･････適用事業に該当（労働者を雇用する事業を開始）した日の翌日か
　　　　　　　　　　ら10日以内
　・　提出先･････事業所の所在地を管轄するハローワーク
　・　持参するもの･････ 次の①～③（②は、原則として登記事項証明書）
　　①　「労働保険保険関係成立届」事業主控
　　②　登記事項証明書（法人事業所の場合、雇用保険適用事業所設置届に法人番号が
　　　　記載されている場合は省略可能）、事業許可証、工事契約書、不動産契約書等
　　　　　なお、事業所の所在地が登記されたものと違っている場合は、公共料金の
　　　　請求書、賃貸借契約書等の所在地が明記されている書類が別途必要です。
　　　　　また、必要に応じて、事業実在の確認のため書類の追加依頼や実地調査を
　　　　行う場合があります。
　　③　賃金台帳、労働者名簿、出勤簿
　・　その他の手続･･雇用保険被保険者資格取得届（または雇用保険被保険者転
　　　　　　　　　　　勤届）を設置届と同時に作成し、提出してください。（P33参照）

【参考】　労務関係の帳簿等について
　法令により調製が義務づけられたもの、雇用管理や給与計算に必要なもの等があります。（詳細

は労働基準監督署へお問い合わせください。）

●　労働者名簿（労働基準法第107条）　　
　○　氏名・生年月日・住所
　○　雇入れ年月日　　　　　　　　　　　
　○　解雇又は退職の年月日及びその事由
　○　従事する業務の種類　　　　など　
●　出勤簿又はタイムカード

●　社会保険や労働（労災・雇用）保険の
　　各種手続の事業主控

●　賃金台帳（労働基準法第108条）
　○　賃金総額と各種控除額
　○　基本給と諸手当の内訳
　○　賃金計算期間
　○　労働日数・時間数　　　など

●　就業規則・給与規定（労働基準法第２条、
　　第15条、第89条）

法準基働労（）書知通入雇（書知通件条働労　●
　　15条）又は雇用契約書
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　・　提出書類･････「労働保険概算保険料申告書（納付書）」
　・　提出期限･････保険関係が成立した日の翌日から起算して50日以内
　・　提出先･････次の①または②のとおり
　・　持参するもの･････確認資料については各提出先にご確認ください。
　　①　一元適用事業所の場合
　　　　黒色と赤色で印刷された申告書（納付書）を、労働局、労働基準監督署又は
　　　金融機関へ申告、納付してください。
　　②　二元適用事業所の場合
　　　　雇用保険はふじ色と赤色で印刷された申告書（納付書）を労働局または金融
　　　機関へ、労災保険は黒色と赤色で印刷された申告書（納付書）を労働局、労働
　　　基準監督署または金融機関へ申告、納付してください。
（2）雇用保険関係
　・　提出書類･････「雇用保険適用事業所設置届」
　・　提出期日･････適用事業に該当（労働者を雇用する事業を開始）した日の翌日か
　　　　　　　　　　ら10日以内
　・　提出先･････事業所の所在地を管轄するハローワーク
　・　持参するもの･････ 次の①～③（②は、原則として登記事項証明書）
　　①　「労働保険保険関係成立届」事業主控
　　②　登記事項証明書（法人事業所の場合、雇用保険適用事業所設置届に法人番号が
　　　　記載されている場合は省略可能）、事業許可証、工事契約書、不動産契約書等
　　　　　なお、事業所の所在地が登記されたものと違っている場合は、公共料金の
　　　　請求書、賃貸借契約書等の所在地が明記されている書類が別途必要です。
　　　　　また、必要に応じて、事業実在の確認のため書類の追加依頼や実地調査を
　　　　行う場合があります。
　　③　賃金台帳、労働者名簿、出勤簿
　・　その他の手続･･雇用保険被保険者資格取得届（または雇用保険被保険者転
　　　　　　　　　　　勤届）を設置届と同時に作成し、提出してください。（P33参照）

【参考】　労務関係の帳簿等について
　法令により調製が義務づけられたもの、雇用管理や給与計算に必要なもの等があります。（詳細

は労働基準監督署へお問い合わせください。）

●　労働者名簿（労働基準法第107条）　　
　○　氏名・生年月日・住所
　○　雇入れ年月日　　　　　　　　　　　
　○　解雇又は退職の年月日及びその事由
　○　従事する業務の種類　　　　など　
●　出勤簿又はタイムカード

●　社会保険や労働（労災・雇用）保険の
　　各種手続の事業主控

●　賃金台帳（労働基準法第108条）
　○　賃金総額と各種控除額
　○　基本給と諸手当の内訳
　○　賃金計算期間
　○　労働日数・時間数　　　など

●　就業規則・給与規定（労働基準法第２条、
　　第15条、第89条）

法準基働労（）書知通入雇（書知通件条働労　●
　　15条）又は雇用契約書
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熊谷市箱田5-6-2

熊谷市箱田5-6-2
熊谷

（株）職安自動車

（株）職安自動車
　　熊谷支店

自動車車体の
整備・修理

自動車製造業（5801）

3 6 0

5－6－2

熊 谷 市

箱 田

株 式 会 社

職 安 自 動 車 　 熊 谷 支 店

株式会社職安自動車
代表取締役

職安太郎

5 － 6 － 2

0 0 1 4 ｸ ﾏ ｶ ﾞ ﾔ ｼ
ﾊ ｺ ﾀ ﾞ

ｶ ﾌ ﾞ ｼ ｷ ｶ ﾞ ｲ ｼ ｬ
ｼ ｮ ｸ ｱ ﾝ ｼ ﾞ ﾄ ﾞ ｳ ｼ ｬ
ｸ ﾏ ｶ ﾞ ﾔ ｼ ﾃ ﾝ

0 4 8

9

5 2 2

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

5 6 5 6

360-0014

048　522　5656

4      3

0 4 0 1

「一般・短期」には、その年度にお
ける1か月平均雇用保険被保険者
数のうち、一般被保険者数と短期
特例被保険者数の合計を記入し、
「日雇」には日雇労働被保険者数
を記入してください。

法人番号（国税庁から通知される
１３桁の番号）を記入してください。
個人事業主の場合は、１３桁すべ
てに「０」を記入してください。

「法人番号」

・法人名、役職、代表者氏名（個人事
　業主の場合は氏名のみで可）を記
　入してください。

主たる事務所の所在地及び名称

この届を提出するハローワーク、ま
たは監督署で記入しますので記
入しないでください。

・労働保険を成立させる事業場（労
　働者が実際に働く場所）を記入し
　てください。
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令和は9 令和は 9 令和は 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

令和は9 令和は 9

法人

・雇用保険料率が　　　の事業は

（ロ）、　　　　　又は　　 の事業は

（イ）を〇で囲んでください。

番号（国税庁から通知される
１３桁の番号）を記入してください。
個人事業主の場合は、１３桁すべ
てに「０」を記入してください。

「法人番号」

91 0

3 0 8 8 0

5 8 0 9 2 5

4 7 8 6 4 0

1

5 8 0 9 2 5

5 8 0 9 2 5

△ △

△ △

△△

△△ ××

580,925

△△年4月1日

580,925580,925

1 0 2 2 8 53 4 0 9 5 3.00

15.50

15.5
1000

17.5
1000

18.5
1000

1 1 1 0 3 1 2 3 4 5 6  0 0 0

1 1 1 0 3 1 2 3 4 5 6  0 0 0
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令和は9 令和は 9 令和は 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

令和は9 令和は 9

法人

・雇用保険料率が　　　の事業は

（ロ）、　　　　　又は　　 の事業は

（イ）を〇で囲んでください。

番号（国税庁から通知される
１３桁の番号）を記入してください。
個人事業主の場合は、１３桁すべ
てに「０」を記入してください。

「法人番号」

91 0

3 0 8 8 0

5 8 0 9 2 5

4 7 8 6 4 0

1

5 8 0 9 2 5

5 8 0 9 2 5

△ △

△ △

△△

△△ ××

580,925

△△年4月1日

580,925580,925

1 0 2 2 8 53 4 0 9 5 3.00

15.50

15.5
1000

17.5
1000

18.5
1000

1 1 1 0 3 1 2 3 4 5 6  0 0 0

1 1 1 0 3 1 2 3 4 5 6  0 0 0

△△年4月1日

571,280571,280 571,280

さいたま市大宮区大成町◯－◯

さいたま市大宮区大成町◯－◯

3 3 0 - 0 0 0 0

さいたま市大宮区大成町◯－◯

5 7 1 2 8 0

2

5 7 1 2 8 0

1

3 0 8 8 0

△ △

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

5 7 1 2 8 0

1 1 3 0 1 2 3 4 5 6 7  0 0 0  

5 7 1 2 8 0

△△

△△ ××   4     1

法人番号（国税庁から通知される
１３桁の番号）を記入してください。
個人事業主の場合は、１３桁すべ
てに「０」を記入してください。

「法人番号」

　3　 31
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18.50

・雇用保険料率が　　　の事業は

（ロ）、　　　　　又は　　 の事業は

（イ）を〇で囲んでください。

15.5
1000

17.5
1000

18.5
1000
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△△

△  △

△△

川口

婦人服製造業

職安太郎

職安産業　株式会社

川口市青木3－2－7

1 1 1 0 2 1 2 3 4 5 6 0 0 0

0 4 8

3 3 2

ｶ ﾌ ﾞ ｼ ｷ ｶ ﾞ ｲ ｼ ｬ

ｼ ｮ ｸ ｱ ﾝ ｻ ﾝ ｷ ﾞ ｮ ｳ

0 0 3 1－

3 － 2 － 7

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

川 口 市 青 木

株 式 会 社

職 安 産 業

2 5 1

5 0 5 0 1

2 9 0 1

ショクアンタロウ

ショクアンサンギョウ　カブシキガイシャ

カワグチシアオキ

法人番号（国税庁から通知される１３
桁の番号）を記入してください。

「法人番号（個人事業の場合は記入
不要です。）」

3

2

3

4

5

6

7

13

14

15
16

17

18

19

20

21

8

9 10 11 12

1. 法人番号（個人事業の場合は記入不要です。）

5

8
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事業所への道順（略図）
欄がありますので、忘れ
ずに記入してください。
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△△

△  △

△△

川口

婦人服製造業

職安太郎

職安産業　株式会社

川口市青木3－2－7

1 1 1 0 2 1 2 3 4 5 6 0 0 0

0 4 8

3 3 2

ｶ ﾌ ﾞ ｼ ｷ ｶ ﾞ ｲ ｼ ｬ

ｼ ｮ ｸ ｱ ﾝ ｻ ﾝ ｷ ﾞ ｮ ｳ

0 0 3 1－

3 － 2 － 7

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

川 口 市 青 木

株 式 会 社

職 安 産 業

2 5 1

5 0 5 0 1

2 9 0 1

ショクアンタロウ

ショクアンサンギョウ　カブシキガイシャ

カワグチシアオキ

法人番号（国税庁から通知される１３
桁の番号）を記入してください。

「法人番号（個人事業の場合は記入
不要です。）」

3

2

3

4

5

6

7

13

14

15
16

17

18

19

20

21

8

9 10 11 12

1. 法人番号（個人事業の場合は記入不要です。）

5

8
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事業所への道順（略図）
欄がありますので、忘れ
ずに記入してください。

（1）労働保険関係
　・　提出書類･････「労働保険名称、所在地等変更届」
　・　提出期日･････変更のあった日の翌日から10日以内
　・　提出先･･･････次の①または②のとおり
　　①　一元適用事業所の場合は、事業所の所在地を管轄する労働基準監督署へ提出
　　　してください。

　 ②　二元適用事業所の場合は、雇用保険は事業所の所在地を管轄するハローワー
　ク、労災保険は事業所の所在地を管轄する労働基準監督署へ提出してください。
　　

（2）雇用保険関係
　・　提出書類･････「雇用保険事業主事業所各種変更届」
　・　提出期日･････変更のあった日の翌日から10日以内
　・　提出先･･･････事業所の所在地を管轄するハローワークへ提出してください。
　・　持参するもの･･･登記事項証明書（法人事業所の場合、雇用保険事業主事業所

各種変更届に法人番号が記載されている場合は省略可能）、
事業許可証、他の行政機関への提出済書類（控）等、変更の
事実が確認できる書類

　※　法人の場合、法人の代表者の変更のみの時は届出の必要はありません。

２　事業所の所在地、名称、および事業主の住所、名称、氏名、事業の種類に変更
　があったとき

事業所の所在地が変更となった場合は、以下にご注意ください！

①　一元適用事業
」届更変等地在所、称名険保働労「へ署督監準基働労るす轄管を地在所の後転移　 　

を提出した後、移転後の所在地を管轄するハローワークへ、その控を添えて「雇用
保険事業主事業所各種変更届」を提出してください。
②　二元適用事業
　雇用保険については、移転後の所在地を管轄するハローワークへ「労働保険名称、
所在地等変更届」、「雇用保険事業主事業所各種変更届」を、労災保険については、
移転後の所在地を管轄する労働基準監督署へ「労働保険名称、所在地等変更届」を
提出してください。
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1 1 3 0 1 9 9 9 9 9 9 0 0 0

7

川口市青木3－2－7

360－0014
熊谷市箱田5－6－2

株式会社職安自動車
熊谷支店

048－522－5656

361－0023
行田市長野943

株式会社職安自動車

行田支店

048－556－3151

代表取締役 職安 太郎
株式会社 職安自動車

3 6 1 0 0 2 3

行 田 市

株 式 会 社

職 安 自 動 車

行 田 支 店

長 野

9 4 3

9 4 3

ｷ ﾞ ｮ ｳ ﾀ ﾞ ｼ

ﾅ ｶ ﾞ ﾉ

ｶ ﾌ ﾞ ｼ ｷ ｶ ﾞ ｲ ｼ ｬ

ｼ ｮ ｸ ｱ ﾝ ｼ ﾞ ﾄ ﾞ ｳ ｼ ｬ

ｷ ﾞ ｮ ｳ ﾀ ﾞ ｼ ﾃ ﾝ

0 4 8 5 5 6 3 1 5 1

9
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1 1 3 0 1 9 9 9 9 9 9 0 0 0

7

川口市青木3－2－7

360－0014
熊谷市箱田5－6－2

株式会社職安自動車
熊谷支店

048－522－5656

361－0023
行田市長野943

株式会社職安自動車

行田支店

048－556－3151

代表取締役 職安 太郎
株式会社 職安自動車

3 6 1 0 0 2 3

行 田 市

株 式 会 社

職 安 自 動 車

行 田 支 店

長 野

9 4 3

9 4 3

ｷ ﾞ ｮ ｳ ﾀ ﾞ ｼ

ﾅ ｶ ﾞ ﾉ

ｶ ﾌ ﾞ ｼ ｷ ｶ ﾞ ｲ ｼ ｬ

ｼ ｮ ｸ ｱ ﾝ ｼ ﾞ ﾄ ﾞ ｳ ｼ ｬ

ｷ ﾞ ｮ ｳ ﾀ ﾞ ｼ ﾃ ﾝ

0 4 8 5 5 6 3 1 5 1

9
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△ △

△ △

△△

3 6 7  0 0 5 3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

本 庄 市 中 央

2 　 5 　 1

9 5 2 2 2 4 4 8

熊谷市箱田5－6－2

事業所移転のため

本庄市中央2－5－1
クマガヤシ ハコダ

ホンジョウシチュウオウ

法人番号（国税庁から通知される１３桁
の番号）を記入してください。

入してください。ただし、他のハロー
ワークの管内から移転した場合は、変
更がなくても記入してください。

「法人番号（個人事業の場合は記入不
要です。）」

5

6 7 8
9 10

11

16

5
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（1）労働保険関係
　　・　提出書類･････「労働保険確定保険料申告書（納付書）」
　　・　提出期日･････事業を廃止した日の翌日から50日以内
　　・　提出先･･･････次の①または②のとおり
　①　一元適用事業所は、黒色と赤色で印刷された申告書（納付書）を、労働局、労
　　働基準監督署又は金融機関へ申告、納付してください。
　②　二元適用事業所は、雇用保険はふじ色と赤色で印刷された申告書（納付書）を
　　労働局又は金融機関へ、労災保険は黒色と赤色で印刷された申告書（納付書）
　　を労働局、労働基準監督署又は金融機関へ、それぞれ申告、納付してください。

(2)雇用保険関係
　・　提出書類･････「雇用保険適用事業所廃止届」
　・　提出期日･････廃止した日の翌日から10日以内
　・　提出先･･･････事業所の所在地を管轄するハローワークへ提出してください。
　・　持参するもの･････登記事項証明書（法人事業所の場合、雇用保険適用事業所廃

止届に法人番号が記載されている場合は省略可能）、閉鎖謄
本、労働者名簿、出勤簿など廃止の事実が確認できる書類

　　　　　　　　　　　　

　・　その他の手続･････雇用保険被保険者資格喪失届および雇用保険被保険者離職証
　　　　　　　　　　　　明書を同時に作成し、提出してください。（P40参照）

３　事業を廃止・休止したとき、または雇用する労働者がいなくなったとき

以下のいずれかに該当する場合も、事業所廃止届をご提出ください！

①　事業は継続しているが、雇用する被保険者が「０」になり、被保険者になる労働者
　を雇用する見込みがないとき。

②　事業を休止し、再開する見込みがないとき。
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－15－

△ △

さいたま市大宮区大成町◯－◯ さいたま市大宮区大成町◯－◯

18.50

18.50

6 2 2 5 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

9 5 2 7 55 1 5 0

5 1 5 0 9 5 2 7 5

△△

△△△△

3 3 0 0 4 8

法人番号（国税庁か
ら通知される１３桁
の番号）を記入して
ください。
個人事業主の場合
は、１３桁すべてに
「０」を記入してくだ
さい。

「法人番号」

「保険料算定基礎
額」
年度当初（4月1日）
から廃止等年月日ま
での期間に使用した
労働者にかかる資
金総額（1,000円未
満切り捨て）につい
て記入してください。
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△ △

××
行田

行田市長野943

株式会社職安自動車　行田支店

ギョウダシナガノ

カブシキガイシャショクアンジドウシャ　ギョウダシテン

3 4

5

8

9

10 11

6 7

1. 法人番号（個人事業の場合は記入不要です。）

川口市青木3－2－7

株式会社職安自動車

代表取締役 職安太郎

経営不振による事業廃止

048 － 251 － 2901
6「廃止区分」
・次の区分にしたがって、該当する番号を記載して下さい。

イ　事業所の廃止 …………………「1」
ロ　保険関係消滅認可、
　　任意加入認可の撤回 …………「2」
ハ　事業所非該当の承認 …………「3」
ニ　事業所の統合に伴う廃止 ……「4」

1「法人番号（個人事業の場合
　は記入不要です。）」
・法人番号（国税庁から通知
される１３桁の番号）を記
入してください。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

5
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△ △

××
行田

行田市長野943

株式会社職安自動車　行田支店

ギョウダシナガノ

カブシキガイシャショクアンジドウシャ　ギョウダシテン

3 4

5

8

9

10 11

6 7

1. 法人番号（個人事業の場合は記入不要です。）

川口市青木3－2－7

株式会社職安自動車

代表取締役 職安太郎

経営不振による事業廃止

048 － 251 － 2901
6「廃止区分」
・次の区分にしたがって、該当する番号を記載して下さい。

イ　事業所の廃止 …………………「1」
ロ　保険関係消滅認可、
　　任意加入認可の撤回 …………「2」
ハ　事業所非該当の承認 …………「3」
ニ　事業所の統合に伴う廃止 ……「4」

1「法人番号（個人事業の場合
　は記入不要です。）」
・法人番号（国税庁から通知
される１３桁の番号）を記
入してください。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1

5

－17－

　　労働保険では、１つの会社でも支店や営業所など個々に申告・納付を行っている
　ところですが、一定の要件を満たす継続事業の場合には、これら個々の労働保険料
　の申告納付事務を、指定した１つの事業所（指定事業）にまとめて処理することが
　できます。
・　提出書類･････「労働保険継続事業一括申請書」（３枚１組）
・　提出期日･････ 申請をしようとする都度すみやかに
・　提出先　･････ 指定を受けることを希望する事業所（本店等）の所在地を管轄す

適元二（クーワーロハはたま）業事用適元一（署督監準基働労る 　　　　　　　　　
用事業）

　※注意　継続事業の一括の取扱いが認められた場合でも、雇用保険の被保険者等の
　　　　届出手続をする事業所の単位は変更されません。

４　労働保険料の申告・納付に関係する事務をまとめて処理したいとき

継続事業の一括承認基準

①　指定を受けることを希望する事業（指定事業）と指定事業に一括される事業（被
　一括事業）との事業主が同一であること。
②　それぞれの事業が継続事業であること。
③　それぞれの事業が下記のいずれか１つのみに該当すること。
　イ　二元適用事業であって、労災保険に係る保険関係が成立している事業
　ロ　二元適用事業であって、雇用保険に係る保険関係が成立している事業
　ハ　一元適用事業であって、労災保険及び雇用保険の両保険に係る保険関係が成
　　立している事業
④　それぞれの事業が「労災保険率表」による「事業の種類」が同じであること。
　なお、上記③ロについても、「事業の種類」が同じであること。
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△ △
所沢市並木◯－◯

所沢市並木◯－◯

飯能市双柳◯－◯

埼玉

飯能

35 9

9

3 5 7

0 4 2

0 4 2

（有）ハローワーク建築

令和は9

令和は9

1 1 3 0 6 2 3 4 5 6 7  0 0 0

1 1 3 0 6 1 2 3 4 5 6  0 0 0
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△ △
所沢市並木◯－◯

所沢市並木◯－◯

飯能市双柳◯－◯

埼玉

飯能

35 9

9

3 5 7

0 4 2

0 4 2

（有）ハローワーク建築

令和は9

令和は9

1 1 3 0 6 2 3 4 5 6 7  0 0 0

1 1 3 0 6 1 2 3 4 5 6  0 0 0

－19－

５　事業主が行うべき事務を工場長、支店長等に代理させるとき、またはその代理
　人を解任したとき

・　提出書類･････「雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任･解任届」
　　　①　一元適用事業は緑色で印刷された書類を使用します。
　　　②　二元適用事業は茶色で印刷された書類を使用します。
　　　③　届出書類は５枚１組です。
　　　④　この様式は、労働保険代理人選任･解任届、労働者災害補償保険代理人選
　　　　任･解任届と一括して記載できるようになっているので、届出書類を作成す
　　　　る必要のない届名は、横線を引き抹消してください。
・　提出期日･････代理人の選任又は解任のあったつど速やかに
・　提 出 先

　　　　　　　　

株式会社職安自動車
        代表取締役 職安太郎

△△ △△

△△

川口市青木3－2－7
行田

行田市長野943
株式会社職安自動車　行田支店

　　　　　　　　　　

･････雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任･解任届は、事業所の
　　所在地を管轄するハローワーク
　　労働保険・一般拠出金代理人選任解任届は、一元適用事業または二
　　元適用事業の労災保険は事業所の所在地を管轄する労働基準監督署、
　　二元適用事業の雇用保険は事業所の所在地を管轄するハローワーク
　　労働者災害補償保険代理人選任・解任届は、事業所の所在地を管轄
　　する労働基準監督署

－19－
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　雇用保険に関する事務処理は、原則は事業所ごとに行うこととなっていますが、
労働者が役務を提供する場所又は施設（支店、営業所、出張所等）が、次の要件に
すべて該当し、独立した事業所と認められないときは、下記の書類を提出して承認
を受ければ、直近上位の主たる事業所（本社、支社等）で、一括して雇用保険関係
被保険者に関する一切の手続を行うことができます。

・　提出書類･････「雇用保険事業所非該当承認申請書」（４枚１組）
「事業所非該当承認申請調査書」

・　提出期日･････申請しようとする都度速やかに
・　提出先･･･････非該当承認対象施設の所在地を管轄するハローワーク

６　新たな施設が適用事業所にあたらないとき

－ －

－

－ －

－ －

① 人事、経理、経営（又は業務）上の指揮監督、賃金の計算、支払等に独立性がないこと。

② 健康保険、労災保険等他の社会保険についても主たる事業所で一括処理されていること。

③ 労働者名簿、賃金台帳等が主たる事業所に備付られていること。

事業所非該当承認基準

〔注意事項〕

　徴収法第9 条の規定による継続事業の一括の認可のように、賃金計算等の事務をコンピュータ等に

より本社等において集中管理するなどの理由により、事務処理の便宜と簡素化を図るため行うもので

はなく、また、労働保険料の申告・納付事務を同一企業内の他の事業所に包括するためのものではな

いことにご留意ください。
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－ －

－

－ －

－ －

① 人事、経理、経営（又は業務）上の指揮監督、賃金の計算、支払等に独立性がないこと。

② 健康保険、労災保険等他の社会保険についても主たる事業所で一括処理されていること。

③ 労働者名簿、賃金台帳等が主たる事業所に備付られていること。

事業所非該当承認基準

〔注意事項〕

　徴収法第9 条の規定による継続事業の一括の認可のように、賃金計算等の事務をコンピュータ等に

より本社等において集中管理するなどの理由により、事務処理の便宜と簡素化を図るため行うもので

はなく、また、労働保険料の申告・納付事務を同一企業内の他の事業所に包括するためのものではな

いことにご留意ください。
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７　事業所関係の届出をしたときにお渡しするもの

△△

株式会社　職安自動車
カブシキガイシャ　ショクアンジドウシャ

332－0031

1234567891011

川口市青木3－2－7

0482512901

0401

22

44

55

66

77

88

99

1111

1313

1414

1010

1212

331. 法人番号

(1)事業所設置届又は各種変更届を提出したとき
　ハローワークから、以下の様式（Ａ４版）に印字したものをお渡ししますので、大
切に保管しておいてください。
　なお、お渡しする書類に記載されている「労働保険番号」、「雇用保険適用事業所番
号」とは以下のとおりです。

①労働保険番号（14桁）
　　労働保険番号は、適用事業場ごとに定められる番号で、保険料の申告・納付な
　ど労働保険関係の届出書類の提出時に使用する14桁の番号です。
　××　 ×　   　××　  ××××××　　×××
　（府県）（所掌）　（管轄）  　（基幹番号）　（枝番号）

②雇用保険適用事業所番号
　　雇用保険適用事業所番号は、雇用保険の適用事業所ごとに定める番号で、適用
　事業所設置届を提出したときに付与されます。この番号は、以後事業主が行う雇
　用保険関係の届出書類の提出時に使用する11桁の番号です。
　× × × ×　－　× × × × × ×　－　×
　（安定所番号）　（安定所ごと一連番号）（ﾁｪｯｸﾃﾞｨｼﾞｯﾄ）
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(2)事業所廃止届を提出したとき
　ハローワークから、以下の様式（Ａ４版）に印字したものをお渡ししますの
で、大切に保管しておいてください。

△△

株式会社　職安自動車
カブシキガイシャ　ショクアンジドウシャ

川口市青木3－2－7

0482512901

22

44

55

66

77 88

99

1111

1010

331. 法人番号
1234567891011
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(2)事業所廃止届を提出したとき
　ハローワークから、以下の様式（Ａ４版）に印字したものをお渡ししますの
で、大切に保管しておいてください。

△△

株式会社　職安自動車
カブシキガイシャ　ショクアンジドウシャ

川口市青木3－2－7

0482512901

22

44

55

66

77 88

99

1111

1010

331. 法人番号
1234567891011
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Ａ　労働者を１人でも雇えば、労働保険（雇用保険＋労災保険）が 適用されますが、貴社

　の場合は一元適用事業に該当するため、はじめに、事業開始の日の翌日から起算して10

　日以内に「労働保険関係成立届」を、事業所の所在地を管轄する労働基準監督署に提出し

　ます。

　　上記の手続きを行っていただいた後、受理印の押された労働保険保険関係成立届事業

　主控及び確認書類等を添えて、「雇用保険適用事業所設置届」と「雇用保険被保険者資格

　取得届」を、事業所の所在地を管轄するハローワークに提出することとなります。
　　また、労働保険料の申告・納付も別途必要となりますのでご注意ください。

社名（事務所名）や事業所の所在地を変更したときは、変更のあった日の翌日から　 Ａ

起算して 10 日以内に、「労働保険名称、所在地等変更届」を管轄の労働基準監督署又はハ

ローワークに、「雇用保険事業主事業所各種変更届」を、事業所の所在地を管轄する
、はに合場るいてれさ託委を続手に合組務事険保働労（。すまし出提にクーワーロハ

まず労働保険事務組合にご連絡ください。）
　　具体的には、

　　○　一元適用事業の場合･････

はじめに移転後の所在地を管轄する労働基準監督署へ確認書類等を添えて「労働　 　　　

保険名称、所在地等変更届」を提出します。その後、移転後の所在地を管轄するハ

ローワークへ、確認書類等を添えて「雇用保険事業主事業所各種変更届」を提出して
ください。

　　○　二元適用事業の場合･････

　　　　雇用保険については、移転後の所在地を管轄するハローワークへ「労働保険名称、

所在地等変更届」、「雇用保険事業主事業所各種変更届」を、労災保険については、移

転後の所在地を管轄する労働基準監督署へ「労働保険名称、所在地等変更届」を、確

認書類を添えて提出してください

Ａ　可能です。

　　訂正の方法については、手続を行ったハローワークへご相談ください。

○　適用事業所についての諸手続に関するＱ＆Ａ

Ｑ　事業を開始した時の手続は？
　　このたび、従業員１名を雇って食品を製造する会社を設立することになりました
　ので、新規加入の手続を教えてください。　

Ｑ　事業所の名称・所在地を変更した時の手続は？
　　このたび、当社では社名を変更し、同時に住所も同じ県内の○○市から○○市へ
　移転することになりましたので、変更の手続を教えてください。

Ｑ　事業所の設置（廃止）日を誤って届け出た場合は？
　　先日提出した書類のうち、事業所の設置日を間違えて届け出てしまいました。こ
　の場合の変更手続は可能なのでしょうか。
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